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（電子提供措置の開始日：2024年10月７日）
株　主　各　位

東 京 都 港 区 赤 坂 九 丁 目 ７ 番 １ 号
ミ ッ ド タ ウ ン ・ タ ワ ー 2 3 階
株 式 会 社 デ リ バ リ ー コ ン サ ル テ ィ ン グ
代 表 取 締 役 C E O 　 阪 口 琢 夫

【当社ウェブサイト】
https://www.deliv.co.jp/ir/generalmeeting

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第22期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下に記載の各ウェブサイトに掲載しております
ので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
　なお、電子提供措置事項のうち、事業報告「新株予約権等の状況」と「業務の適正を確保するため
の体制及び当該体制の運用状況」及び計算書類「連結注記表」と「個別注記表」につきましては、法
令及び当社定款に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しており
ません。また監査役及び会計監査人は上記の事項も含む監査対象書類の監査をしております。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「デリバリーコンサルティ
ング」又は「コード」に当社証券コード「9240」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR
情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認く
ださい。）
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１．日 時 2024年10月29日（火曜日）午後１時
２．場 所 東京都港区六本木三丁目２番１号

住友不動産六本木グランドタワー　９階
ベルサール六本木グランドコンファレンスセンター Room A
（昨年と会場が異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参照
　いただき、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第22期（2023年８月１日から2024年７月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
　　連結計算書類監査結果報告の件
２．第22期（2023年８月１日から2024年７月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項 第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役５名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件

4． 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年10月28日（月曜日）午後６時までに議決
権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬　具
記

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出
　くださいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに
　おいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件
　１．提案の理由
(1)　当社事業の現状に即し、事業目的の明確化を図るとともに、今後の事業展開及
び事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして、事
業目的の追加及び所要の変更を行うものであります。

(2)　株主総会の招集権者及び議長を明確化するため、現行定款第14条（招集権者及
び議長）第1項及び第2項を変更するものであります。

(3)　株主総会の決議の方法を明確化するため、現行定款第16条（決議の方法）第1
項を変更するものであります。

(4)　取締役の選任方法を明確化するため、現行定款第20条（選任方法）第1項を変
更するものであります。

(5)　増員又は補欠として任された取締役の任期を明確化するため、現行定款第21条
（任期）第2項を変更するものであります。

(6)　取締役会の招集権者及び議長を明確化するため、現行定款第22条（取締役会の
招集権者及び議長）第1項及び第2項を変更するものであります。

(7)　経営体制の強化を図るため、役付取締役として「会長」及び「副会長」を定め
ることができる旨を現行定款第24条（代表取締役及び役付取締役）第2項に追加
するものであります。

(8)　監査役の選任方法を明確化するため、現行定款第32条（選任方法）第1項を変
更するものであります。

(9)　会計監査人の選任方法を明確にするため、現行定款第41条（選任方法）を変更
するものであります。

　２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。
なお、本議案は、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたします。
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現 行 定 款 変 更 案
第１章　総　　則

第１条　（条文省略）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。
１．～３．　（条文省略）
４．ソフトウエアの制作、販売及び斡旋

（新　　設）

（新　　設）

（新　　設）
（新　　設）

５．前各号に附帯関連する一切の業務

第３条～第５条　（条文省略）

第２章　株　　式

第６条～第11条　（条文省略）

第３章　株主総会

第12条～第13条　（条文省略）

（招集権者及び議長）
第14条　株主総会は、法令に別段の定めある場合

を除き、取締役社長がこれを招集し、議
長となる。

２　取締役社長に事故があるときは、取締
役会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が株主総会を招集し、議
長となる。

第１章　総　　則

第１条　（現行どおり）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。
１．～３．　（現行どおり）
４．ソフトウエアの制作、調達、販売及び斡
旋

５．企業経営、情報処理システム及び情報技
術に関する情報提供サービス事業、講演
会及びセミナーの開催並びに教育及び研
修の実施

６．電子コンテンツを含む出版物の企画、製
作、販売並びに著作権の管理

７．労働者派遣事業及び職業紹介事業
８．有価証券の取得、投資、保有及び運用
９．前各号に附帯関連する一切の業務

第３条～第５条　（現行どおり）

第２章　株　　式

第６条～第11条　（現行どおり）

第３章　株主総会

第12条～第13条　（現行どおり）

（招集権者及び議長）
第14条　株主総会は、法令に別段の定めある場合

を除き、代表取締役がこれを招集し、議
長となる。

２　代表取締役に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が株主総会を招集し、議
長となる。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案
第15条　（条文省略）

（決議の方法）
第16条　株主総会の決議は、法令又は本定款に別

段の定めがある場合を除き、議決権を行
使することができる株主の議決権の過半
数をもって行う。

２　（条文省略）

第17条～第18条　（条文省略）

第４章　　取締役及び取締役会

第19条　（条文省略）

（選任方法）
第20条　取締役は、株主総会において選任する。

２～３　（条文省略）

（任期）
第21条　（条文省略）

２　増員又は補欠として選任された取締役の
任期は、在任取締役の任期の満了する時
までとする。

（取締役会の招集権者及び議長）
第22条　取締役会は、法令に別段の定めがある場

合を除き、取締役社長がこれを招集し、
議長となる。

２　取締役社長に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が取締役会を招集し、議
長となる。

第23条　（条文省略）

第15条　（現行どおり）

（決議の方法）
第16条　株主総会の決議は、法令又は本定款に別

段の定めがある場合を除き、出席した議
決権を行使することができる株主の議決
権の過半数をもって行う。

２　（現行どおり）

第17条～第18条　（現行どおり）

第４章　　取締役及び取締役会

第19条　（現行どおり）

（選任方法）
第20条　取締役は、株主総会の決議によって選任

する。
２～３　（現行どおり）

（任期）
第21条　（現行どおり）

２　増員又は補欠として選任された取締役の
任期は、他の在任取締役又は退任した取
締役の任期の満了する時までとする。

（取締役会の招集権者及び議長）
第22条　取締役会は、法令に別段の定めがある場

合を除き、代表取締役がこれを招集し、
議長となる。

２　代表取締役に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が取締役会を招集し、議
長となる。

第23条　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
第24条（条文省略）

２　取締役会は、その決議によって、取締役
社長１名、取締役副社長、専務取締役及
び常務取締役各若干名を定めることがで
きる。

第25条～第30条　（条文省略）

第５章　　監査役及び監査役会

第31条　（条文省略）

（選任方法）
第32条　監査役は、株主総会において選任する。

２　（条文省略）

第33条～第40条　（条文省略）

第６章　会計監査人

（選任方法）
第41条　会計監査人は、株主総会において選任す

る。

第42条～第43条　（条文省略）

第７章　計　算

第44条～第47条　（条文省略）

第24条　（現行どおり）
２　取締役会は、その決議によって、取締役
会長１名、取締役副会長若干名、取締役
社長１名、取締役副社長、専務取締役及
び常務取締役各若干名を定めることがで
きる。

第25条～第30条　（現行どおり）

第５章　　監査役及び監査役会

第31条　（現行どおり）

（選任方法）
第32条　監査役は、株主総会の決議によって選任

する。
２　（現行どおり）

第33条～第40条　（現行どおり）

第６章　会計監査人

（選任方法）
第41条　会計監査人は、株主総会の決議によって

選任する。

第42条～第43条　（現行どおり）

第７章　計　算

第44条～第47条　（現行どおり）
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

さ か

阪
 

　
ぐ ち

口
 

　
た く

琢
 

　
お

夫
(1964年11月18日生)

1989年４月 アンダーセンコンサルティング入社
1995年９月 アンダーセンコンサルティング株式会

社（現アクセンチュア株式会社）へ転
籍

2000年３月 トランス・コスモス株式会社入社
2003年４月 当社設立  代表取締役
2017年11月 ＭＦアセット株式会社設立  代表取締役

（現任）
2022年８月 当社代表取締役ＣＥＯ（現任）
2023年４月 一般社団法人ＩＲシステム協議会  代

表理事（現任）

1,523,200株

【取締役候補者の選任理由】
　阪口琢夫氏は、2003年の当社創業以来経営の指揮を執り、2021年に東京証券取引所マザーズ市
場（現グロース市場）への上場を果たすなど、当社グループの持続的な成長に必要な人物であると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。

【取締役会への出席状況】
100％（14回中14回出席）

第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

た か

高　
は し

橋　
ま さ

昌　
き

樹
(1971年12月６日生)

1996年３月 アンダーセンコンサルティング株式会
社（現アクセンチュア株式会社）入社

2001年２月 SAS Institute Japan株式会社入社
2013年10月 EYアドバイザリー株式会社（現EYスト

ラテジー・アンド・コンサルティング
株式会社）入社

2016年７月 NZ Daisuki Systems,Ltd.（ニュージ
ーランド オークランド）入社

2017年６月 当社入社
2019年５月 当社執行役員第２サービス本部長
2020年４月 当社取締役第２サービス本部長
2022年８月 当社取締役ＣＯＯ（現任）

6,200株

【取締役候補者の選任理由】
　高橋昌樹氏は、IT業界での豊富な経験と知見を有しており、2017年の入社以来データストラテジ
ー事業の拡大をけん引してまいりました。2020年の取締役就任後は経営全般にもその能力を発揮
し、役割を適切に果たしております。よって、当社グループの持続的な成長に必要な人物であると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。

【取締役会への出席状況】
100％（14回中14回出席）
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

　※
な い

内
と う

藤　
ひ で

秀
じ

治
ろ う

郎

(1969年11月４日生)

1994年６月 アンダーセンコンサルティング株式会
社（現アクセンチュア株式会社）入社

2004年11月 シンプロメンテ株式会社（現シンメン
テホールディングス株式会社）　取締
役

2005年11月 シンプロメンテ株式会社（現シンメン
テホールディングス株式会社）　専務
取締役

2007年11月 シンプロメンテ株式会社（現シンメン
テホールディングス株式会社）　代表
取締役社長

2016年３月 株式会社エージェント（現株式会社エ
ージェント・インシュアランス・グル
ープ）　取締役

2016年３月 株式会社アロバ　社外取締役
2016年５月 アンドン株式会社設立　代表取締役

（現任）
2017年１月 株式会社アロバ　代表取締役社長
2018年１月 株式会社ＦＩＮＤ　社外取締役
2019年４月 株式会社エージェント（現株式会社エ

ージェント・インシュアランス・グル
ープ）　顧問

2020年３月 株式会社ＦＩＮＤ　取締役（現任）
2021年７月 株式会社Gran Manibus　ディレクタ

ー
2021年12月 八面六臂株式会社　社外取締役
2023年３月 株式会社トムス　社外取締役（現任）
2023年５月 Glooops株式会社設立　代表取締役　

（現任）
2024年１月 当社入社　マネージングディレクター
2024年４月 当社管理本部長（現在）

100株

【取締役候補者の選任理由】
　内藤秀治郎氏は、コンサルティング業界での実務経験を通じて、幅広いコンサルティング能力と経
営支援スキルを有しており、また複数企業の経営にかかわり、経営全般の実績に加え、IPOやバイア
ウトの経験も有しております。2024年１月に当社入社後はマネージングディレクターとしてコンサ
ルティング事業の推進を担い、2024年４月より管理本部長として会社全体を統括しながら、成長を
支えてきました。よって当社グループの更なる発展と持続的な成長に必要な人物であると判断し、新
任取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４

そ

曽
 

　
や ま

山
 

　
あ き

明
 

　
ひ こ

彦
(1961年５月９日生)

1986年４月 通商産業省（現経済産業省）入省
1995年９月 株式会社ボストンコンサルティンググ

ループ入社
2000年７月 トランス・コスモス株式会社入社
2003年12月 ジョンソン・エンド・ジョンソン株式

会社入社
2009年３月 バイオトロニックジャパン株式会社入

社
2012年１月 ヘモネティクスジャパン合同会社入社
2013年３月 エグゼクティブ・アライアンス創業
2014年７月 株式会社エグゼクティブ・アライアン

ス設立 代表取締役社長（現任）
2015年４月 東京大学工学部 非常勤講師（現任）
2016年４月 一般社団法人ライフサイエンス・イノ

ベーション・ネットワーク・ジャパン
入社理事兼事務局長

2020年１月 東北大学 客員特任教授（現任）
2021年１月 当社社外取締役（現任）
2021年４月 一般社団法人ライフサイエンス・イノ

ベーション・ネットワーク・ジャパン
常務理事（現任）

400株

【社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要】
　曽山明彦氏は、取締役として複数企業の経営にかかわった経歴から、経営に関して豊富な経験と幅
広い見識を有しております。2021年１月に当社の社外取締役に就任してからは、当社の経営に対す
る監督、助言をいただいております。また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立し
た立場から関与いただいており、引き続き当社の企業価値向上に必要な人物であると判断し、社外取
締役候補者といたしました。再任後も継続して経営に対する監督、助言をいただくことを期待してお
り、また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立した立場から関与いただく予定で
す。

【取締役会への出席状況】
93％（14回中13回出席）

－ 10 －



候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

５

さ い

齋
 

　
と う

藤
 

　
ゆ う

祐
 

　
こ

子
(1969年２月17日生)

1991年４月 ソニー株式会社（現ソニーグループ株
式会社）入社

1995年８月 SONY CORPORATION OF 
AMERICA（米国ニューヨーク）入社

1996年９月 ソニー・コンピュータエンタテインメ
ント株式会社（現株式会社ソニー・イ
ンタラクティブエンタテインメント）
入社

2000年１月 トランス・コスモス株式会社入社
2003年９月 ウォルト・ディズニー・ジャパン株式

会社入社
2005年４月 Qエンタテインメント株式会社入社　

取締役兼チーフストラテジーオフィサー
2012年６月 CRITEO株式会社入社　東南アジア事業

ゼネラル マネージャー、コーポレート
戦略バイス プレジデント

2019年11月 グーグル合同会社入社　プロフェッシ
ョナル サービス部門ディレクター

2021年10月 グーグル合同会社　プライバシーサン
ドボックス パートナシップ部長（現
任）

2022年10月 当社社外取締役（現任）

－

【社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要】
　齋藤祐子氏は、長く国内企業や外資企業で要職を歴任し、事業開発や事業投資に関する豊富な知見
を有しております。2022年10月に当社の社外取締役に就任してからは、事業開発だけでなく企業経
営に関して、これまでに培ってきた経験と知見を活かし、当社の経営全般に対する監督と助言をして
いただいております。また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立した立場から関与
いただいており、引き続き当社の企業価値向上に必要な人物であると判断し、社外取締役候補者とい
たしました。再任後も継続して経営に対する監督、助言をいただくことを期待しており、また、報酬
委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立した立場から関与いただく予定です。

【取締役会への出席状況】
93％（14回中13回出席）

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．曽山明彦氏及び齋藤祐子氏は社外取締役候補者であります。
４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等が補填さ
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れることとしており、取締役各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることと
なります。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定しております。

５．曽山明彦氏及び齋藤祐子氏が社外取締役として選任された場合、当社は、少数株主を含
む全ての株主に共通する株主の共同の利益を代弁する立場にある者として、業務執行者
から独立した客観的な立場で会社経営の監督を行い、また、経営者あるいは支配株主と
少数株主との利益相反の監督を行う等の役割を果たすことを期待しています。なお、両
氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって曽山明彦氏が３年9カ
月、齋藤祐子氏が２年となります。

６．当社は、曽山明彦氏及び齋藤祐子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。両氏が再任された場合は、当社は、引き続き両氏を独立役員とする予
定であります。

７．当社は、曽山明彦氏及び齋藤祐子氏との間で会社法第427条第１項の規定及び当社定款
の規定に基づき、会社法第 423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、両氏が原案どおり選任された場合、当該契約を継続する予定であります。当該契約
に基づく賠償責任限度額は、同法第 425条第１項各号に定める最低責任限度額であり
ます。
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

か ん

菅
 

　
の

野
 

　
つ ぎ

次
 

　
お

男
(1954年１月７日生)

1976年４月 株式会社ナカヨ通信機入社
1980年４月 デジタル・コンピュータ株式会社（現

株式会社ワイ・ディ・シー）入社
1988年４月 株式会社テラ入社
1991年４月 日本アイテック株式会社入社
1993年４月 日本テクノマティックス株式会社（現

シーメンス株式会社）へ転籍
1997年９月 トランス・コスモス株式会社入社
1998年４月 同社ネットワークソリューションサー

ビス本部長
フォワード・システムズ株式会社 代表
取締役社長

2000年４月 トランス・コスモス株式会社 取締役
同社サポートデスクサービス本部長

2002年１月 同社教育サービス企画部長
朝日エムケーシー株式会社 代表取締役
社長

2004年４月 トランス・コスモス株式会社 執行役員
同社テクニカルサービス本部長

2005年１月 同社人事本部長
2005年11月 有限会社プライムセル設立 代表取締役
2013年12月 クオリティソフト株式会社 監査役
2015年６月 株式会社トランスコスモス・テクノロ

ジー 取締役
2017年８月 当社社外監査役（現任）

－

【社外監査役候補者の選任理由及び期待される役割の概要】
　菅野次男氏は、長くIT業界での豊富な経験があり、長年にわたり事業会社における経営の要職を務
めており、豊富な知見を有しております。2017年８月に当社の社外監査役に就任してからは、取締
役の業務執行だけでなく企業経営に関しても、これまでに培ってきた経験と知見を活かし、監督と助
言をしていただいており、引き続き当社経営の透明性確保において適切な助言・提言をいただけるも
のと判断したため、社外監査役候補者といたしました。再任後も継続して客観的な立場から経営に対
する監督、助言をいただくことを期待しており、また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対
し、独立した立場から関与いただく予定です。

【取締役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）
【監査役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）

第３号議案　監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役

３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

お ん

恩
 

　
だ

田
 

　
まなぶ

学
(1976年９月14日生)

2000年４月 恩田会計事務所入所
2004年10月 グローリー・トータル・マネジメント

株式会社（現株式会社ＧＴＭ総研）入
社

2008年６月 株式会社東阪企画 監査役（現任）
2014年10月 ＧＴＭ税理士法人 代表社員（現任）
2015年12月 株式会社ＧＴＭ総研 取締役
2016年12月 株式会社ＧＴＭ総研 常務取締役
2018年６月 株式会社Ｊストリーム 社外監査役（現

任）
2019年10月 当社社外監査役（現任）
2020年４月 株式会社ＧＴＭコンサルティング 代表

取締役社長（現任）
2020年８月 応用技術株式会社 取締役（監査等委

員）（現任）
2022年4月 株式会社ＧＴＭ総研　代表取締役副社

長（現任）

－

【社外監査役候補者の選任理由及び期待される役割の概要】
　恩田学氏は、税理士として高度な専門的知識及び各種法人での豊富な役員経験を有しております。
2019年10月に当社の社外監査役に就任してからは、取締役の業務執行だけでなく企業経営に関して
も、これまでに培ってきた経験と知見を活かし、監督と助言をしていただいており、引き続き当社経
営の透明性確保において適切な助言・提言をいただけるものと判断したため、社外監査役候補者とい
たしました。再任後も継続して客観的な立場から経営に対する監督、助言をいただくことを期待して
おり、また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立した立場から関与いただく予定で
す。

【取締役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）

【監査役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

3

ひ ら

平
 

　
い し

石
 

　
た か

孝
 

　
ゆ き

行
(1965年10月16日生)

1992年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
1992年４月 沖信・石原・清法律事務所（現スプリ

ング法律事務所）入所
1995年９月 University of Connecticut School of 

Law 留学
1997年８月 Pillsbury Winthrop Shaw Pittman 

LLP（旧Pillsbury, Madison & Sutro 
LLP）法律事務所Los Angels Office勤
務

1997年９月 沖信・石原・清法律事務所（現スプリ
ング法律事務所）再入所

2003年７月 スプリング法律事務所パートナー（現
任）

2005年７月 大和証券オフィス投資法人監督役員
2014年１月 日本ヘルスケア投資法人（現大和リビ

ング投資法人） 監督役員
2019年10月 当社社外監査役（現任）

－

【社外監査役候補者の選任理由及び期待される役割の概要】
　平石孝行氏は、弁護士として専門的知見及び企業法務に関する豊富な経験と高い見識を有しており
ます。2019年10月に当社の社外監査役に就任してからは、取締役の業務執行だけでなく企業経営に
関しても、これまでに培ってきた経験と知見を活かし、監督と助言をしていただいていることから、
当社経営の透明性確保において適切な助言・提言をいただけるものと判断したため、社外監査役候補
者といたしました。再任後も継続して客観的な立場から経営に対する監督、助言をいただくことを期
待しており、また、報酬委員として当社の役員報酬等の決定に対し、独立した立場から関与いただく
予定です。

【取締役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）

【監査役会への出席状況】
　100％（14回中14回出席）
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．菅野次男氏、恩田学氏及び平石孝行氏は社外監査役候補者であります。
３．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等が補填さ
れることとしており、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定しております。

４．当社は、菅野次男氏、恩田学氏及び平石孝行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として届け出ております。各候補者が再任された場合は、当社は、引き続き独立役員
とする予定であります。

５．当社は、各候補者との間で会社法第427条第１項の規定及び当社定款の規定に基づき、
会社法第 423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、各候補者が原
案どおり選任された場合、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく賠償
責任限度額は、同法第 425条第１項各号に定める最低責任限度額であります。

6．各候補者の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって菅野次男氏は7年2
カ月、恩田学氏は5年、平石孝行氏は5年となります。

以上

－ 16 －



(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における我が国経済は、社会・経済活動がコロナ禍から正常化に向かうとと
もに、雇用・所得環境が改善するなかで各種政策の効果もあって緩やかな回復基調で推移しま
した。また、日経平均株価は史上最高値を更新するなどの前向きな現象もみられました。一方
で、エネルギー料金を中心とした国内物価の上昇、外国為替相場における円安の進行、国際情
勢等、国内外の経済見通しについては依然として不透明な状況が続いています。
　このような状況のなか、当社グループのデジタルトランスフォーメーション事業は、クライ
アントのデジタルプラットフォーム構築のハブとなるDXパートナーとして、高い技術知見に
よってクラウド、AI（人工知能）やRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）など
先端技術を活用し、クライアントのビジネスモデル変革や新たなサービス開発に最適なシステ
ム像を描き、クライアントの企業価値の最大化に貢献してまいりました。当社グループにおけ
る状況としまして、売上については案件獲得量を増やすべくパートナーシップの強化を進めて
いる中、第４四半期連結会計期間においては大型案件の終了等により売上高が一時的に減少し
たものの、年間を通じて案件の獲得量を伸ばすことができております。利益については高付加
価値案件の獲得により単価が向上し、前連結会計年度に比べて大きく改善いたしました。ま
た、成長に向けた先行投資として人材の採用及び教育施策の強化を推進しており、新卒採用も
含めた全体の採用はおおむね計画どおりに進んでおります。
　その結果、当連結会計年度における経営成績については、売上高は2,703,725千円（前期比
23.4％増）、営業利益は211,779千円（前期比304.6％増）、経常利益は210,170千円（前
期比298.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は155,328千円（前期比438.9％増）と
なりました。
　なお、当社グループの報告セグメントはデジタルトランスフォーメーション事業の単一セグ
メントであるため、セグメント別の記載は省略しております。また、当社グループのリソース
を集中し効率的に事業の推進を図るため、当連結会計年度の期首に事業部門の再編を行い、事
業部門を統一しています。事業部門の統一により従来の事業部門別の売上実績の集計が困難と
なったため、当連結会計年度から事業部門別の売上実績は記載しておりません。

－ 17 －



② 設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、30,485千円です。その主なものは、基幹
システム13,391千円並びに受託開発・運用保守業務やコンサルティング業務のためのITハー
ドウェア機器の取得11,057千円であります。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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区 分 第 19 期
(2021年７月期)

第 20 期
(2022年７月期)

第 21 期
(2023年７月期)

第 22 期
(当連結会計年度)
(2024年７月期)

売 上 高(千円) 1,790,175 2,131,849 2,190,968 2,703,725

経 常 利 益(千円) 266,871 359,472 52,784 210,170

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(千円) 184,503 241,173 28,822 155,328

１株当たり当期純利益 (円) 47.48 51.92 6.17 32.85

総 資 産(千円) 1,130,981 1,380,927 1,318,871 1,487,115

純 資 産(千円) 559,825 903,298 933,772 1,066,967

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 123.19 193.27 199.23 223.00

⑵ 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨て、１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式
　　　　　総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により、小数点第３位を
　　　　　四捨五入して表示しております。

２．当社は2021年４月２日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っておりま
す。第19期の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当た
り純資産を算定しております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第20期の期首から
適用しており、第20期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。
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区 分 第 19 期
(2021年７月期)

第 20 期
(2022年７月期)

第 21 期
(2023年７月期)

第 22 期
(当事業年度)

(2024年７月期)
売 上 高(千円) 1,677,998 2,013,845 2,059,288 2,551,419

経 常 利 益(千円) 265,520 357,661 54,721 209,722

当 期 純 利 益(千円) 183,714 239,418 23,540 154,815

１株当たり当期純利益 (円) 47.28 51.54 5.04 32.74

総 資 産(千円) 1,131,871 1,380,453 1,313,450 1,479,660

純 資 産(千円) 567,450 908,978 934,076 1,066,647

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 124.87 194.49 199.29 222.94

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨て、１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式
　　　　　総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により、小数点第３位を
　　　　　四捨五入して表示しております。

２．当社は2021年４月２日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っておりま
す。第19期の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当た
り純資産を算定しております。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第20期の期首から
適用しており、第20期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

会 社 名 資 本 金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Del ivery  In ternat iona l
T h a i  C o . ,  L t d . 4,000,000タイバーツ 99.98％ デジタルトランスフォーメーション事業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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⑷ 対処すべき課題
① 最先端IT技術への対応

これまでIT業界はIoT、ビッグデータ、AIといった新たな技術により発展を遂げてきまし
た。IT技術の進化は現在も急速に進んでおり、IT技術をどのように使ってクライアント企業の
ビジネスを高度化していくかということがこれまで以上に重要になってきております。当社グ
ループでは、最先端IT技術の発掘に取り組むとともに、それらに対する理解を深め、活用方法
を日々研究しております。また、最先端技術と既存技術との融合も視野に入れることで、これ
まで不可能とされていた技術への挑戦を行い、より付加価値の高いサービスの提供を目指して
おります。

② 市場変化への対応
IT業界は、今後も技術革新や新たなサービスモデル等により、既存サービス・製品の陳腐

化、代替サービス、類似サービスの登場により競争の変化が起こると考えられます。これらの
変化に対応するために、市場動向を把握し、クライアント企業にとって最適なソリューション
を提供し続けられるよう努めております。今後も市場のニーズを先取りしたサービス・製品を
開発し、市場の変化に対応していくため、組織体制及び経営体制の強化を継続的に行ってまい
ります。

③ 当社グループ及び当社グループのサービスの認知度向上
当社グループは、最新のIT技術を活用したサービス及び製品を提供しており、事業の拡大に

向けて、より多くの方に安心してサービス・製品を利用していただけるよう、当社グループ及
び当社グループのサービス・製品の知名度や信頼を向上させることが重要であると認識してお
ります。当社グループは引き続き高品質のサービス・製品の提供を通じて、信頼の獲得に努め
るほか、プロモーション活動の強化にも努め、認知度向上を図ってまいります。

④ 優秀な人材確保と組織体制の強化
当社グループは、継続的に事業拡大を行うために、優秀な人材を十分に確保することが課題

と考えております。今後は、高い専門性を有した人材を育成することで、市場の変化に耐えう
る組織基盤を構築する考えであります。

そのため、新卒採用の強化と経験者の中途採用を継続的に行うと同時に、社内外の研修など
教育制度を整備し、同時に人事評価制度の改善や、イノベーションを奨励する労働環境を作る
ことで従業員のモチベーションを高め、優秀な人材の確保と定着を促進していく方針でありま
す。
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⑤ 内部管理体制の強化
当社グループでは、企業価値最大化のため、業務の拡大に合わせて内部管理体制を強化する

ことが必要であると認識しております。今後も、財務分析の強化、リスク管理の徹底等、健全
な企業経営に必要な体制を強化するよう取り組んでまいります。

⑥ 財務体質の健全化
当社グループでは、効率的な経営を推進するために、収益力の維持・向上を図るとともに、

自己資本比率を高める財務体質の改善が重要であると認識しており、キャッシュ・フローの向
上及び借入金の圧縮に取り組んでまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容
デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フ ォ ー メ ー シ ョ ン 事 業

デジタルマイグレーションサービス、データストラテジーサービス、インテ
リジェントオートメーションサービス

⑸ 主要な事業内容（2024年７月31日現在）
当社グループは、デジタルトランスフォーメーション事業の単一セグメントであるため、セグ

メントごとの記載をしておりません。

本 社 東京都港区赤坂

支 店 福岡事務所（福岡県福岡市中央区天神）

Delivery International 
T h a i  C o . ,  L t d . 本社（タイ王国チョンブリー県）

⑹ 主要な営業所及び工場（2024年７月31日現在）
① 当社

② 子会社
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事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

デジタルトランスフォーメーション事業 161名 11名増

全 社 （ 共 通 ） 15 3名増

合 計 176 14名増

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

154名 12名増 36.5歳 4.70年

⑺ 従業員の状況（2024年７月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）１．「全社（共通）」として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属してい
るものであります。

２．上記従業員数は就業人員であり、嘱託社員（１名）、アルバイト（１名）を含んでおります。

② 当社の従業員の状況

（注）　上記従業員数は就業人員であり、嘱託社員（１名）、アルバイト（１名）を含んでおります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 35,209千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 15,806千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,000千円

⑻ 主要な借入先の状況（2024年７月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 17,500,000株
② 発行済株式の総数 4,831,100株
③ 株主数 1,623名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

阪 口 琢 夫 1,523千株 31.87％

株 式 会 社 メ デ ィ ア シ ー ク 869 18.19

Ｍ Ｆ ア セ ッ ト 株 式 会 社 520 10.88

ト ラ ン ス ・ コ ス モ ス 株 式 会 社 361 7.57

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 91 1.92

日 本 リ ビ ン グ 保 証 株 式 会 社 80 1.67

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 71 1.50
ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ
Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ  Ｏ Ｍ Ｎ Ｉ Ｂ Ｕ Ｓ －
Ｍ Ａ Ｒ Ｇ Ｉ Ｎ  （ Ｃ Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

51 1.08

平 井 美 穂 子 50 1.05

木 村 卓 司 44 0.94

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 10,400株 ４名

２. 会社の現況
⑴　株式の状況（2024年７月31日現在）

(注)新株予約権の権利行使により140,100株、また取締役（社外取締役を除く）への譲渡制限付株式の付与のため2023 
年11 月16 日付で普通株式 10,400 株を発行したことによって、発行済株式の総数が増加しております。

④ 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を52,376株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
３．譲渡制限付株式報酬の対象者の退任に伴う無償取得により2,300株の自己株式を取得いたしました。

⑤ 当年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容につきましては、「⑶会社役員の状況　⑤取締役及び監査役の報酬等」に記載
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取得した株式の種類及び数 普通株式　50,000株
取得価額の総額 43,750,000円
取得した期間 2024年３月29日

しております。
２．上記には、辞任により退任した取締役に対して交付された株式も含めて記載しております。

⑵　その他株式に関する重要な事項
　　2024年３月28日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を取得いたしました。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 阪 口 琢 夫 ＣＥＯ
ＭＦアセット株式会社　代表取締役

取 締 役 高 橋 昌 樹 ＣＯＯ

取 締 役 木 村 卓 司 コンサルティング本部長

取 締 役 曽 山 明 彦

株式会社エグゼクティブ・アライアンス　代表取締役
社長
東北大学　客員特任教授
一般社団法人ライフサイエンス・イノベーション・ネ
ットワーク・ジャパン　常務理事

取 締 役 齋 藤 祐 子 グーグル合同会社　プライバシーサンドボックス パー
トナシップ部長

常 勤 監 査 役 菅 野 次 男

監 査 役 恩 田 　 学

株式会社ＧＴＭ総研　代表取締役副社長
ＧＴＭ税理士法人　代表社員
株式会社ＧＴＭコンサルティング　代表取締役社長
株式会社東阪企画　監査役
株式会社Ｊストリーム　社外監査役
応用技術株式会社　取締役（監査等委員）

監 査 役 平 石 孝 行 スプリング法律事務所　パートナー

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年７月31日現在）

（注）１. 取締役曽山明彦氏及び齋藤祐子氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役菅野次男氏、監査役恩田学氏及び平石孝行氏は、社外監査役であります。
３. 2024年5月31日付で伊藤享弘氏は取締役を辞任いたしました。
４. 監査役恩田学氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの

であります。
５. 監査役平石孝行氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
６. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役曽山明彦氏、社外取締役齋藤祐子氏、社外常勤監査役菅野次男氏、社外

監査役恩田学氏及び社外監査役平石孝行氏との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額としております。

③ 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、当社取締役及び当社監査役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料は全額会社が負担してお
ります。当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して
損害賠償請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用が填補されるものであり、1年ご
とに契約を更新しております。
　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反に起因す
る損害賠償請求の場合には填補の対象外としております。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2020年10月28日開催の第18期定時株主総会決議で取締役の金銭報酬の額を年
額300,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）としております。
また、2023年10月27日開催の第21期定時株主総会においてご承認いただき、既存の報酬
枠とは別枠で譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。当社と譲渡制限付株式報酬の支
給を受ける予定の対象取締役との間において、①一定期間（以下「譲渡制限期間」とい
う。）、本株式に係る第三者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止すること、②
一定の事由が生じた場合には当社が本株式を無償取得すること等をその内容に含む譲渡制限
付株式割当契約が締結されることを条件としております。本決議に基づき、2023年11月
16日付で当社取締役（社外取締役を除く。）４名に譲渡制限付株式10,400 株を割り当て
ました。

当社は「取締役報酬決定方針」を定めており、取締役会は、取締役の個人別の報酬の決定
に関して、当該方針に基づき、当社が任意に設置する社外役員（社外取締役及び社外監査
役）が構成員の過半数を占める任意の報酬委員会に、株主総会において決定された報酬総額
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の範囲内で委任しております。委任した理由は、個人別の報酬決定に関する手続きの妥当性
や審議プロセスの透明性・実効性を担保し、もって取締役会の監督機能を向上させ、コーポ
レートガバナンス機能の更なる充実を図るためであります。

2023年10月27日開催の取締役会決議により、当社は「取締役報酬決定方針」を中期イ
ンセンティブとしての「譲渡制限付株式報酬制度」、また同日開催の報酬委員会において
2025年度から導入を検討している短期インセンティブとしての「業績連動報酬制度」に対
応して改定しております。第22期の取締役報酬については、2023年10月27日に開催した
報酬委員会において検討・協議のうえ、報酬額を決定しており、取締役会は当事業年度に係
る取締役の個人別の報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と
整合するものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は次のとおりです。
a.取締役の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

業務執行取締役の報酬は、固定報酬、並びに中長期的な業績連動報酬としての譲渡制
限付き株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は、その職務に鑑
み、固定報酬としての基本報酬のみにより構成する。

b.取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
現金による固定金銭報酬は年額300,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給
与は含まない。）とし、譲渡制限付株式による非金銭報酬は、年額40,000千円以
内、株式数の上限を年80,000株以内とする。2024年度については業績に連動した
変動報酬は支給しない。

c.取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
毎月同額を支給する。

d.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法
当社が任意に設置する報酬委員会において内容を決定する。
なお、報酬委員会の委員は、代表取締役CEO　阪口　琢夫、社外取締役、曽山　明
彦、社外取締役　齋藤　祐子、常勤社外監査役　菅野　次男、社外監査役　恩田　
学及び社外監査役　平石　孝行であります。
各氏の担当は、「①取締役及び監査役の状況」に記載のとおりであります。なお、退
任した者は記載しておりません。

また、監査役の報酬額は、株主総会において決定された報酬総額の範囲内で、監査役の協
議により決定しております。第22期の監査役報酬については、2021年10月14日に開催し
た監査役会において検討・協議のうえ、報酬額を決定しております。
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区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取 　 締 　 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

94,050千円
（6,000）

91,071千円
（6,000）

－千円
（－）

2,978千円
（－）

６名
（２）

監 　 査 　 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

12,000
（12,000）

12,000
（12,000）

－
（－）

－
（－）

３
（３）

合 　 　 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

106,050
（18,000）

103,071
（18,000）

－
（－）

2,978
（－）

９
（５）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）上表には、2024年５月31日付で辞任により退任した取締役１名を含んでおります。

ハ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ニ. 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

ホ. 非金銭報酬等の内容
　　非金銭報酬の内容は当社の株式であり、譲渡制限付株式であります。割当の条件等は、

「(4)⑤イ.役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりであります。また、
当事業年度における交付状況は、「２．(1) ⑤当年度中に当社役員に対して職務執行の対
価として交付した株式の状況」に記載しております。

ヘ. 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　取締役の金銭報酬の額は、2020年10月28日開催の第18期定時株主総会において年額

300,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち、社外取締役は１名）です。

　　また、金銭報酬とは別枠で、2023年10月27日開催の第21期定時株主総会の決議に基づ
き、譲渡制限付株式報酬制度として、対象取締役に対して支給する金銭報酬債権の総額
は、年額40,000千円以内、株式数の上限を年80,000株以内と決議しております。当該株
主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は２名）です。

　　監査役の金銭報酬の額は、2020年10月28日開催の第18期定時株主総会において年額
50,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名（う
ち、社外監査役は３名）です。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 曽 山 明 彦

当事業年度に開催された取締役会14回中13回に出席し、会社経営者と
しての豊富な経験と幅広い見識に基づき発言を行うなど、意思決定の妥
当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また経
営戦略・経営管理の観点及び株主視点から当社経営に活発に助言を行う
など、当社の一層の経営の透明性確保に貢献すると共に持続的な企業価
値の向上に向けて経営の監督を行いました。
また、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回
中２回に出席し、客観的・中立的な立場で役員報酬等の決定過程におけ
る監督機能を担っております。

取締役 齋 藤 祐 子

当事業年度に開催された取締役会14回中13回に出席し、事業開発や事
業投資に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき発言を行うなど、意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。また経営戦略・経営管理の観点及び株主視点から当社経営に活発に
助言を行うなど、当社の一層の経営の透明性確保に貢献すると共に持続
的な企業価値の向上に向けて経営の監督を行いました。
また、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回
中３回全てに出席し、客観的・中立的な立場で役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役曽山明彦氏は、株式会社エグゼクティブ・アライアンスの代表取締役社長、東北大
学の客員特任教授及び一般社団法人ライフサイエンス・イノベーション・ネットワーク・
ジャパンの常務理事であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役齋藤祐子氏は、グーグル合同会社のグローバルパートナーシップ・ウェブ
&Chromeパートナーシップ部長であります。当社と兼職先との間には特別の関係はあり
ません。

・監査役恩田学氏は、株式会社ＧＴＭ総研の代表取締役副社長、ＧＴＭ税理士法人の代表社
員、株式会社ＧＴＭコンサルティングの代表取締役社長、株式会社東阪企画の監査役、株
式会社Ｊストリームの社外監査役、応用技術株式会社の取締役（監査等委員）でありま
す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役平石孝行氏は、スプリング法律事務所のパートナーであります。当社と兼職先との
間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

監査役 菅 野 次 男

当事業年度に開催された取締役会14回中14回全てに、また監査役会14
回中14回全てに出席し、取締役会においては事業会社における監査役
の経験と幅広い見識に基づき発言を行うなど、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための適切な役割を果たしており、監査役会においては、
議長として議案の審議等に関して適宜必要な発言を行っております。
また、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回
中３回全てに出席し、客観的・中立的な立場で役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

監査役 恩 田 　 学

当事業年度に開催された取締役会14回中14回全てに、また監査役会14
回中14回全てに出席し、取締役会においては税理士としての豊富な経
験と専門的知識に基づき発言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしており、監査役会においては財務・
会計等に関して適宜必要な発言を行っております。
また、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回
中３回全てに出席し、客観的・中立的な立場で役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

監査役 平 石 孝 行

当事業年度に開催された取締役会14回中14回全てに、また監査役会14
回中14回全てに出席し、取締役会においては弁護士としての豊富な経
験と専門的知識に基づき発言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしており、監査役会においてはコンプ
ライアンス向上に関して適宜必要な発言を行っております。
また、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回
中３回全てに出席し、客観的・中立的な立場で役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,000

⑷　会計監査人の状況
① 名称 太陽有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務（非監
査業務）を委託しておりません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

⑤ 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項
　金融庁が2023年12月26日付で発表した業務停止処分の概要
(1)処分対象
太陽有限責任監査法人
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(2)処分内容
契約の新規の締結に関する業務の停止3ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日ま
で。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や
上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）

(3)処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相
当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。

⑥ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑦ 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

４. 会社の支配に関する基本方針
　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部） （負　  債　  の　  部）

流 動 資 産 1,302,298 流 動 負 債 373,990
現 金 及 び 預 金 957,828 買 掛 金 63,016
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 244,152 １年内返済予定の長期借入金 22,444
商 品 3,082 未 払 法 人 税 等 65,028
そ の 他 の 棚 卸 資 産 3,635 未 払 金 23,899
前 払 費 用 73,592 未 払 消 費 税 等 56,997
そ の 他 21,359 契 約 負 債 67,882
貸 倒 引 当 金 △1,352 賞 与 引 当 金 31,993

固 定 資 産 184,817 そ の 他 42,729
有 形 固 定 資 産 78,296 固 定 負 債 46,157
建 物 48,225 長 期 借 入 金 29,571
工 具 器 具 備 品 30,070 資 産 除 去 債 務 16,586

無 形 固 定 資 産 15,416 負 債 合 計 420,147
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 2,016 （純　資　産　の　部）
そ の 他 13,400 株 主 資 本 1,066,997

投 資 そ の 他 の 資 産 91,104 資 本 金 157,215
敷 金 73,087 資 本 剰 余 金 199,836
繰 延 税 金 資 産 16,502 利 益 剰 余 金 753,804
そ の 他 1,514 自 己 株 式 △43,857

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △1,320
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,320

新 株 予 約 権 1,290
純 資 産 合 計 1,066,967

資 産 合 計 1,487,115 負 債 純 資 産 合 計 1,487,115

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年７月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,703,725
売 上 原 価 1,866,502
売 上 総 利 益 837,223
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 625,443
営 業 利 益 211,779
営 業 外 収 益

受 取 利 息 27
為 替 差 益 989
法 人 税 等 還 付 加 算 金 262
雑 収 入 211 1,490

営 業 外 費 用
支 払 利 息 808
支 払 保 証 料 21
和 解 金 983
支 払 手 数 料 693
株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 450
雑 損 失 142 3,099

経 常 利 益 210,170
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 210,170
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 59,539
法 人 税 等 調 整 額 △4,697 54,841
当 期 純 利 益 155,328
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 155,328

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 146,462 189,083 598,475 △107 933,913

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 2,220 2,220 4,440
新株の発行（新株予約権
の 行 使 ） 8,532 8,532 17,065

自 己 株 式 の 取 得 △43,750 △43,750

親会社株主に帰属する当期純利益 155,328 155,328
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 10,752 10,752 155,328 △43,750 133,084

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 157,215 199,836 753,804 △43,857 1,066,997

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
為替換算調整勘定 その他の包括利益

累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △1,431 △1,431 1,290 933,772

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 4,440
新株の発行（新株予約権
の 行 使 ） 17,065

自 己 株 式 の 取 得 △43,750

親会社株主に帰属する当期純利益 155,328
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 110 110 110

当連結会計年度変動額合計 110 110 － 133,195

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △1,320 △1,320 1,290 1,066,967

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部） （負　  債　  の　  部）

流 動 資 産 1,276,783 流 動 負 債 366,855
現 金 及 び 預 金 949,986 買 掛 金 58,905
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 226,696 １年内返済予定の長期借入金 22,444
そ の 他 の 棚 卸 資 産 3,635 未 払 法 人 税 等 65,028
前 払 費 用 72,141 未 払 金 23,321
前 払 金 3,980 未 払 消 費 税 等 56,997
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 16,724 未 払 費 用 23,756
そ の 他 5,071 契 約 負 債 67,320
貸 倒 引 当 金 △1,451 預 り 金 17,178

固 定 資 産 202,877 賞 与 引 当 金 31,377
有 形 固 定 資 産 77,210 そ の 他 525
建 物 48,225 固 定 負 債 46,157
工 具 器 具 備 品 28,985 長 期 借 入 金 29,571

無 形 固 定 資 産 15,416 資 産 除 去 債 務 16,586
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 2,016 負 債 合 計 413,013
そ の 他 13,400 （純　資　産　の　部）

投 資 そ の 他 の 資 産 110,249 株 主 資 本 1,065,357
投 資 有 価 証 券 3 資 本 金 157,215
関 係 会 社 株 式 2,047 資 本 剰 余 金 202,088
出 資 金 1,510 資 本 準 備 金 156,215
長 期 前 払 費 用 0 そ の 他 資 本 剰 余 金 45,873
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 18,512 利 益 剰 余 金 749,912
敷 金 71,720 そ の 他 利 益 剰 余 金 749,912
繰 延 税 金 資 産 16,566 繰 越 利 益 剰 余 金 749,912
貸 倒 引 当 金 △111 自 己 株 式 △43,857

新 株 予 約 権 1,290
純 資 産 合 計 1,066,647

資 産 合 計 1,479,660 負 債 純 資 産 合 計 1,479,660

貸　借　対　照　表
（2024年７月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,551,419
売 上 原 価 1,752,042
売 上 総 利 益 799,376
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 588,534
営 業 利 益 210,842
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,129
為 替 差 益 304
法 人 税 等 還 付 加 算 金 262
雑 収 入 211 1,907

営 業 外 費 用
支 払 利 息 736
支 払 保 証 料 21
和 解 金 983
支 払 手 数 料 693
株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 450
雑 損 失 142 3,027

経 常 利 益 209,722
税 引 前 当 期 純 利 益 209,722
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 59,539
法 人 税 等 調 整 額 △4,632 54,906
当 期 純 利 益 154,815

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 146,462 145,462 45,873 191,335 595,096 595,096 △107 932,786

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,220 2,220 2,220 4,440
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 8,532 8,532 8,532 17,065

自 己 株 式 の 取 得 △43,750 △43,750

当 期 純 利 益 154,815 154,815 154,815

当 期 変 動 額 合 計 10,752 10,752 － 10,752 154,815 154,815 △43,750 132,571

当 期 末 残 高 157,215 156,215 45,873 202,088 749,912 749,912 △43,857 1,065,357

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 1,290 934,076

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,440
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 17,065

自 己 株 式 の 取 得 △43,750

当 期 純 利 益 154,815

当 期 変 動 額 合 計 － 132,571

当 期 末 残 高 1,290 1,066,647

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2024年９月19日

株式会社デリバリーコンサルティング
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島 川 行 正 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 原 啓 輔 ㊞

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社デリバリーコンサルティング
の2023年８月１日から2024年７月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社デリバリーコンサルティング及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

連結計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
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　が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　上

－ 42 －



独立監査人の監査報告書
2024年９月19日

株式会社デリバリーコンサルティング
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島 川 行 正 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 原 啓 輔 ㊞

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社デリバリーコンサルテ

ィングの2023年８月１日から2024年７月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2023年８月1日から2024年7月31日までの第22期事業年度における取締役

の職務の執行に関して監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　各監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年９月20日
株式会社デリバリーコンサルティング　監査役会
常勤監査役（社外監査役） 菅 野 次 男 ㊞
監査役（社外監査役） 平 石 孝 行 ㊞
監査役（社外監査役） 恩 田 　 学 ㊞

　
以　上
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会場： 東京都港区六本木三丁目２番１号
住友不動産六本木グランドタワー　９階
ベルサール六本木グランドコンファレンスセンター Room A

交通の
ご案内

■地下鉄　東京メトロ南北線六本木一丁目駅　（西改札直結）
　西改札を出て直進しますと、六本木グランドタワーのエントランスに到着しますので、正面
　左手のエレベーターで９階にお越しください。
　＊六本木一丁目駅ホームから改札階までのエレベーター、改札階から六本木グランドタワー
　９階までのエレベーターをご利用いただくのがバリアフリー推奨ルートとなります。
■地下鉄　東京メトロ日比谷線・都営大江戸線「六本木駅」５番出口より徒歩６分

※昨年と会場が異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。
※近隣の「ベルサール六本木」とは異なる建物ですので、ご注意ください。
※駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い

申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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